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一.問 題の所在
宇宙条約1)6条は,国 家が 「宇宙空間における自国の活動について,そ れが
政府機関によって行われるか非政府団体によって行われるかを問わず,国 際的
責任 を有 し,自 国の活動がこの条約の規定 に従って行われることを確保する国
際的責任を有する。」 と規定する(第 一文)と 共に,「宇宙空間における非政府
団体の活動は,条 約の関係当事国の許可及び継続的監督を必要 とするものとす
る。」 と定める(第 二文)。これらの規定の解釈 をめぐる争点の一つは,第 一文
に基づ き非政府団体の活動について 「国際的責任」 を有する国(以 下 「責任国
1)正式名称 「月その他 の天体 を含む宇宙空間の探査及び利用における国家活動 を律
する条約」。1967年1月27日署名開放,同 年10月10日発効。
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(responsibleState)」とする。)はいずれの国であ り,第二文に基づ き非政府
団体の活動 に関 し許可及び継続的監督(authorizationandcontinuingsupervi-
sion)の義務を負 うべ き 「関係当事国(appropriateState)」はいずれの国で
あるか,で ある。この争点は,宇 宙条約(及 びその前身の1963年宇宙法原則宣
言2))成立当時から今 日に至るまで,当 初 は理論的な観点か ら,最近ではいわ
ゆる宇宙商業化 ・民業化現象の進展により実際的な問題として,学 説上激 しく
議論されてきたが,ほ とんど見解が一致するところがない。これらの規定の解
釈には大変な困難を伴い,解 釈により妥当な結論を導 くためには様 々な角度か
ら相当に立ち入った検討が必要である。
さて本稿は,宇 宙条約6条 の責任国 と関係当事国を同定するための作業の一
つとして,宇 宙物体の登録の実行 を分析する。宇宙物体の登録制度は,1975年
の宇宙物体登録条約3)(以下 「登録条約」 とする。)及び1961年の国連総会決
議(後 述)に 基づいて実施されているが,こ れは,各 国が自国内で登録 した宇
宙物体に関する一定の情報を国連に提供 し,国連がその情報を国際登録簿に記
録 し公開するという制度である。つまり,各国は,国 連への情報提供手続 きを
通 じて,自 国と宇宙物体の関係を表明 している。
従来の学説は,本 論で紹介するように,宇 宙条約6条 の責任国 ・関係当事国
の基準として一定の事実や国内的行為(宇 宙活動が行われる場所や宇宙活動 を
行 う団体の国籍,国 内宇宙法に基づ く規制(活 動許可など)な ど)を提示 して
きた。 しかし,これ らの基準のほとん どは,国 家が国際宇宙法規範 において自
国と当該活動 とをどう関係づけるかの意思は反映されてお らず,単 に学者が宇
2)宇 宙条約6条 第一文 ・第二文 は,1963年12月に採択 された国連総会決議 「宇宙法
原則宣言」5項 第一文 ・第二文を原型とし内容 も変わっていない(佐 古田彰 「宇
宙条約6条 第一文 ・第二文の成立に)」『商学討究(小樽商科大学)』53巻1号(2002
年)392頁)。そのため,以 下では学説等における法原則宣言5項 の理解 も宇宙条
約6条 につ いての理 解 として扱 ってい る。 なお,宇 宙 条約 の 「関係当事 国
(appropriateState)」は法原則宣言では 「関係国(Stateconcerned)」の語が
用い られている。
3)正 式名称 「宇宙空間に打 ち上げ られた物体の登録に関する条約」。1975年1月14
日署名開放,1976年9月15日発効。
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宙条約6条 の解釈にあた りこれらの事実等 に国際法上の一定の意味を与えよう
としているに過 ぎない。つま り,これ らの事実等においては,国 際法規範 との
関係で国家意思に基づいて設定される国家 と宇宙活動の関係は,現 れていない
のである。
それに対 し,宇宙物体の登録は,国 家が,自 身と当該物体 とを関係づける意
思 を宇宙物体登録制度 という国際法の平面で明確に表明することによって,行
われる。そこに国際法規範との関係で国家意思が示されているという点で,登
録制度の分析は,よ り実証性に優れると考 えるべ きである。 また,登 録条約は
前文で宇宙条約6条 第一文前段の国際的責任 に言及 している(2項)こ とから
も,宇宙物体の登録制度は宇宙条約6条 と深い関わりを持つことは疑いない。
本稿 は,こ ういった認識か ら,宇宙物体登録実行を分析することにより国家
は宇宙物体 とのいかなる関係を理由に当該物体 を登録するのかを明らかにし,
もって宇宙条約6条 の責任国 ・関係当事国を同定する基準を考察する一助 とす
ることを目的とする。本論では,ま ず責任国 ・関係当事国の基準 に関する学説
を詳 しく紹介 し,次 に宇宙物体の登録制度 を概説 した後,宇 宙物体登録の国家
実行 を分析する。
なお,本 稿に関 してい くつか注意すべ き点を示 しておきたい。第一に,6条
は国家 と宇宙活動の関係 を扱っているのに対 し,登録制度は国家 と宇宙物体の
関係 を扱 ってお り,それぞれの関係は概念的に別の ものである。ただ,実 際に
は宇宙活動はどう定義 されようとも宇宙物体 を用いて行われる以上,国 家 と宇
宙物体 との関係は国家 と宇宙活動 との関係 と密接 な関わ りを持つ。本稿 は両関
係の違いを考慮 しつつ,国家 と宇宙物体の関係 を考察するものである。第二に,
本稿は,登 録国を責任国 ・関係当事国 とする見解(後 述)の 妥当性 を検証する
ものでは全 くない。登録の実行を細か く見ることによ り,国家 と宇宙物体 との
関係性 を見いだし,そ の関係性から国家 と宇宙活動 との関係を探ろうとするも
のである。第三に,本稿 は宇宙物体登録制度の抱える問題それ自体 には立ち入
らない。登録制度については多 くの問題点が指摘 されてお り,そのことを背景
として,現 在国連の宇宙空間平和利用委員会の法律小委員会が 「宇宙物体の登
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録における国家及び国際機構 の実行」と題する作業(以下 「国連登録実行作業」
とする。)を行っている4)。この作業では本稿 にとって有用な情報が公表され
てお り本稿でも適宜参照するが,本 稿 は登録制度の問題点や作業内容の適否を
論評するものではない。第四に,6条 の規定において正確 には,第 一文の責任
の対象 には政府機関の宇宙活動が含 まれるのに対 し,第二文の許可監督義務の
対象 にはこれが含まれない。 しかし,本稿が問題 とするのは非政府団体の宇宙
活動についてであることから,こ こでは国家機関の行 う宇宙活動についての国
家の責任 は無視 して取 り扱 っている。
そして第五に,「打 ち上げ国」及び 「打 ち上げ」の語の意味についてである。
これらの語は,1972年宇宙賠償責任条約5)(以下 「賠償責任条約」 とする。)
1条(c)及び=登録条約1条(a)の定める 『打上げ国(launchingState)』の定義 と
の関係で多義的となっている。これ らの条約において,『打上げ国』 とは,①
宇宙物体の打ち上げを行う国(狭 義の打ち上げ国),②宇宙物体の打ち上げを
行わせ る国(調達打ち上げ国),③宇宙物体がその領域か ら打ち上げられる国(領
域打 ち上げ国),④宇宙物体がその施設か ら打 ち上げ られる国(施 設打ち上げ
国),の4つ の国 と定義 される。つまり,こ のように定義 される 『打上げ国』
は必ず しも物理的に打ち上げを行った国に限定 されず,したがって「打 ち上げ」
の語 も多様な行為態様を含みうることになる。実際の ところ,各 論考や国連文
書において,こ れらの語は様々な意味で用いられまた同一の論考 ・文書におい
て もその意味が統一されていないこともあり,その点に注意が必要である。な
お,本 稿では,こ れ らの条約において定義される 『打上げ国』について,公 定
訳に従いまた他の意味の 「打 ち上げ国」の語 と区別するため,便 宜的に 『打上
げ国』 と表記 している6)。
4)最 新 の動 向 につ い て は,法 律小 委 員 会第45会期(2006年)報告 書A/AC.
105/871,pp.20-22,paras.128-145参照。
5)正 式名称 「宇宙物体 によ り引 き起 こされる損害についての国際的責任 に関する条
約」。1972年3月29日署名開放,同 年9月1日 発効。
6)こ れ との関係で,更 に2点 指摘 してお きたい。第一 に,宇 宙条約7条 は 「打ち上
げ国」の語 を用いていないが,責 任条約で定義 される 『打上げ国』 と同一の国が
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二.責 任国及び関係当事国の基準に関する学説
登録実行の分析 に先立ち,ま ず宇宙条約6条 第一文の責任国及び第二文の関
係当事国のそれぞれの基準に関する学説状況を整理 しておきたい。その整理の
仕方であるが,多 くの論者は複数の基準 を様々に組み合わせ また論者によって
はその基準に優劣 を置いて論じており,一人一学説と言ってよいほど学説は多
種多彩である。そのため,こ こではまず責任国 ・関係当事国のそれぞれについ
てこの順で個別の基準 を羅列 して紹介 し7),次にいくつか主要な学説を紹介す
るという形で,責 任国 ・関係当事国の基準に関する学説状況 を示 したい。
1.責任国の基準
(1)活動が行われる場所を基準とするもの
宇宙条約6条 第一文の責任国の範囲を宇宙活動が行われる場所を基準 にして
論 じる立場は古 くからあり,今 日で も支持者は多い。
(a)領域,属 地的管轄権
国家は自国の領域内ないし属地的管轄権内の活動について責任 を負 うとする
見解 は多い。この見解を示す論者の多 くは,国が責任 を負うべ き活動は領域内 ・
属地的管轄権内のすべての活動 と考える8)が,すべての活動ではなく活動 をあ
宇 宙 損 害 賠 償 責 任 を負 う とい う内 容 で あ り,一 般 に は7条 も 『打 上 げ 国』 に つ い
て 規 定 した もの と扱 わ れ る こ とが 多 い 。 こ こ で は,便 宜 的 に こ の 一 般 的 な 扱 い に
従 っ て い る 。 第 二 に,1968年宇 宙 救 助 返 還 協 定 は,『 打 上 げ 国』 で は な く 「打 上
げ 機 関(1aunchingauthority)」の 語 を用 い て い る(1条 ほ か)こ と に 注 意 が 必
要 で あ る 。
7)同 一 の 論 者 の 同 一 の 見 解 を示 して い る 論 考 に つ い て は,宇 宙 条 約 成 立 後 に 著 され
た も の で 最 も古 い も の を引 用 した 。
8)B.Cheng,"The1967SpaceTreaty",9510arnaldudroitinternational(1968),
532,p.586;M.G.MarcofE,Traite'dedroitinternationalpublicdel'espace(1973),
p.533;V.S.Vereshchetin,"SpaceActivitiesof`NongovernmentalEntities':
IssuesofInternationalandDomesticLaw",ProceedingsoftheTwenty-sixth
Colloquiu〃zontheLawofOuterSpace.Z983(1984)(hereinaftercitedas"26
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る程度限定 して論 じる立場 もある9)。
(b)準属地的管轄権,船 舶,航 空機10)
宇宙活動が国家領域外にある船舶 ・航空機内(準属地的管轄権内)で 行われ
る状況を想定 して,こ の場合は,船 舶 ・航空機の国籍国(旗 国 ・登録国)つ ま
り準属地的管轄国を責任国とする見方 もある11)。
(c)施 設
活動 のため に自国の施設 を提供 した国が責任 を負 うべ きとい う立場 もあ
る12)。
(d)南極基地
南極の基地で行われる宇宙活動についてはその基地を管轄する国が責任国で
あるとする者もいる13)。
(2)活動を行 う団体 との関係に着 目するもの
(a)国i籍,属人的管轄権,法 人化準拠法
すべての宇宙活動について,活 動 を行 う団体の国籍国ない しその団体に対 し
IISL1983"),261,pp.262-263;H.A.Wassenbergh,PrinciplesofOuterSPace
LawinHindsight(1991),p.23,fn.5;デイ ビ ッ ト ・ラ ドナ ー 「宇 宙 法 に お け る 責
任 と賠 償 責 任 」 『早 稲 田 法 学 会 誌 』42巻(1992年)300頁。
9)野 ロ 曼 男 「宇 宙 条 約 〈R>」 『外 務 省 調 査 月 報 』8巻8号(1967年)36-37頁;H.
A.Wassenbergh,"TheLawGoverningInternationalPrivateCommercialActivi-
tiesofSpaceTransportation",21∫ournalofSl)aceLaw(1993),97,p.108.
10)宇 宙 物 体 の 登 録 ・国 籍 も こ こ に 分 類 で き る が,こ こ で は 「(3)(a)」で 扱 っ た 。
11)野口 「前 掲 論 文 」(注9)37頁;Cheng,smpranote8,p.586;ラドナ ー 「前 掲 論 文 」
(注8)300頁 。 こ の 考 え は,特 に,B.Cheng,"TheCommercialDevelopment
ofSpace:TheNeedforNewTreaties",1910urnalofSpaceLaw(1991),17,p.37
に 明 確 に示 さ れ て い る。
12)Vereshchetin,smpranote8,pp.262-263.
13)野 口 「前 掲 論 文 」(注9)37頁 。
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属人的管轄権を有する国(その国の法律に準拠して団体が法人化された国を含
む)を 責任国 とする立場は非常に多い。 これ らの立場には,国籍 ・属人的管轄
権 のみに言及す るまたはこれ を唯一の基準 とするもの14),他の基準 と併用 し
同位に扱 うまたは特 に優劣 を示 さない もの15),及び,こ の基準 を他の基準の
劣位に置 くもの16)とがある。また,一 定の条件の下で国籍国を責任国とする
立場17)や,国籍 国が責任 を負 うべ き活動を限定する立場18),国籍基準 はその
者が主体的な役割を果たした場合に限るとする立場19)もある。なお,会 社 に
ついては国籍基準の適用に難点がある(特 に多国籍企業の場合)が,こ れは宇
宙法に限らず他の法分野でも生じる問題であるから国籍基準の否定の理由には
14)J.ES。Fawcett,OuterSpace'AlewChallengestoLawand1)olicy(1984),p.41;G.
CatalanoSgrosso,"lnternationalLegalAspectsofCommercializationofPrivate
EnterpriseSpaceActivities",3011SL1987,251,pp.252,255;H.Qizhi,"Legal
AspectsofCommercializationofSpaceActivities",3311SL1990,58,p.59;B.A.
Hurwitz,StateLiabililyforOuterSPaceActivitiesinAccordancewiththe1972
ConventiononlnternationalLiabilityforDamageCausedbySPaceObj'ectsノ
(1992),p.22;M.Couston,ヱ)roitSpatialEconomique(1994),p.15;A.Kerrest,"Re-
marksontheResponsibilityandLiabilityforDamagesCausedbyPrivateActi-
vitiesinOuterSpace",40JISL1997,134,pp。138-139;V.Kopal,"TheWorkof
theUnitedNationsCommitteeonthePeacefulUsesofOuterSpace",K.-H.
B6ckstiegeled.,IPrqject2001'-LegalFrameworkfortheCommercialUseOf
OuterSPace(2002),17,p.19.
15)野 口 「前 掲 論 文 」(注9)36-37頁;山 本 草 二 「宇 宙 通 信 法 に お け る 国 家 の 国 際
的 責 任 」 『空 法 』13号(1970年)33頁;Marcof£suPranote8,pp.532-533;P.M.
Sterns/L.1.Tennen,"ObligationsofStatesintheCorpusJurisSpatialis:
FathomingUncharteredWaters",2611SL1983,169,pp.171-172;Vereshchetin,
smpranote8,pp.262-263;H.Bittlinger,"PrivateSpaceActivities:QuestionsofIn-
ternationalResponsibility",3011SL1987,191,pp.192-193;Wassenbergh,supm
note8(Principles(1991)),pp.23-25;デイ ビ ッ ト ・ラ ド ナ ー 「宇 宙 条 約 に よ る 非 政
府 団 体 の 活 動 の 規 制 」 『早 稲 田 大 学 法 研 論 集 』65号(1993年)213頁 。
16)Cheng,supranote8("1967SpaceTreaty"(1968)),p.586;H.LvanTraa-Engelman,
"P
roble血sofStateResponsibilityinInternationalSpaceLaw",2611SL1983,
139,p.141.
17)龍 澤 邦 彦 『宇 宙 法 シ ス テ ム 』(興 仁 舎,1987年)227-228頁 。
18)vanTraaEngelman,supranote16,p.141;Wassenbergh,smφranote9("Space
Transportation"(1993)),p.108.
19)野 口 「前 掲 論 文 」(注9)37頁 。
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ならないという趣 旨の指摘 もある20)。
他方,依 拠すべきは宇宙物体の国籍であって活動団体の国籍ではないという
見解 もある21)。
(b)活動団体への資本出資者の国籍,活 動団体 の本部所在地
会社 と国家の関係については,上述のように形式的な国籍基準のみで捉えう
るものではないことか ら,国籍基準に加えてあるいは実質的国籍基準 として,
国は,自 国民が出資 ・支配する外国会社(子 会社)が 行 う活動についても責任
を負 うべ きとする立場22)や,活動団体の本部所在地 ・主たる事業地のある国
も責任 を負うべ きとする立場23)もある。
(c)活動の許可
活動 を団体に許可 した国を責任国とする立場 も,比較的多い24)。
(3)宇宙物体 との関係に着 目するもの
(a)宇宙物体の登録 ・国籍
宇宙物体の登録国 ・国籍国が当然に責任国であるとする見方は,多 い25)。
20)Bittlinger,smpranote15,p.192.ただ,宇 宙 条 約6条 の 規 定 す る 私 企 業 活 動 に対
す る 厳 しい 規 制 に 鑑 み る と,他 の 法 分 野 と 同 程 度 の 曖 昧 な 解 釈 で 捉 え て よ い も の
か,疑 問 が 残 る。
21)Y.M.Kolossov,"OntheProblemofPrivateCommercialActivitiesinOuter
Space",271JSL1984,66,p.69.
22)C。W.Jenks,SpaceLaw(1965),p.212;山本 「前 掲 論 文 」(注15)33頁;Kerrest,
smφranotel4,P,139.
23)vanTraa-Engelman,smpranote16,p.141;Wassenbergh,supranote8(Principles
(1991)),pp.24-25;LPeyrefitte,Droitdel'espace(1993),p.257.
24)Jenks,supranote22,p.212;山本 「前 掲 論 文 」(注15)33頁;Vereshchetin,supra
note8,p.264;Kolossov,smpranote21,p.69;Wassenbergh,ibid.,pp.24-25;ラド
ナ ー 「前 掲 論 文(責 任 と賠 償 責 任)」(注8)300頁 。
25)J.Kish,TheLawoflnternationalSpaces(1973),P.137;Kolossov,ibid.,P.69;
Sterns/Tennen,smpranote15,p.171;Wassenbergh,ibid.,pp.26-27,29;Peyre-
fitte,smpranote23,p.257;ラドナ ー 「前 掲 論 文(非 政 府 団 体)」(注15)212-213
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(b)宇宙物体 に対す る管 轄権及 び管 理の権 限26)
宇宙物 体 に対 す る管轄 権及 び管理 の権 限(jurisdic-tionandcontrol)を有 す
る国が責任 国で ある とす る見解 も少 な くない27)。
(c)宇宙物体の製造場所
後述の関係当事国の場合 と異なり,宇宙物体の製造場所の国を責任国とする
見解 はなかった28)。
(4)物理的な打ち上げ活動 と関係づけるもの
宇宙物体の物理的な打ち上げを基準に責任 国を判断する見解 も,有力である。
これ らの見解は,一 般に,当 該打ち上げ活動についてだけではな く宇宙活動の
全般にわたった責任国としてこれを論 じているようである。
(a)国自身による宇宙物体の打ち上げ
国自らが宇宙物体の打ち上げを行 う場合 において,打 ち上げたものについて
すべての状況においてその国が責任を負 うという見方がある29)。
頁;B.Cheng,"lnternationalResponsibilityandLiabilityofStatesforNational
ActivitiesinOuterSpaceEspeciallybyNon-GovernmentalErltities",R.St.J.
Macdonalded.,EssaysinHonourofWangTieya(1994),145,p.158.Bittlinger,
suPranote15,p.192は,これ を 主 観 的 ア プ ロ ー チ と して 批 判 す る。 な お,宇 宙
物 体 の 登 録 が 宇 宙 物 体 へ の 国 籍 付 与 の 効 果 を 有 す る か ど うか は,見 解 が 分 か れ る 。
26)「 管 理 の 権 限(control)」の 語 に つ い て は,後 述 注36参照 。
27)Jenks,smpranote22,p.236;Wassenbergh,smpranote8(Principles(1991)),p.27;
Peyrefitte,smprαnote23,p.257.また,明 確 で な い が,ラ ドナ ー 「前 掲 論 文(非
政 府 団 体)」(注15)212-213頁;Cheng,supranote25("Responsibilityand
Liability"(1994)),p.158も同 じ立 場 で あ ろ う。
28)なお,2005年5月 の 国 際 法 学 会 春 季 大 会 で 佐 古 田 報 告 が 示 し た,地 上 で の 衛 星 ・
ロ ケ ッ トの 製 造 は6条 の 責 任 の 対 象 で な い とい う見 解 に対 し,2人 の 会 員 か ら疑
問 が 出 さ れ た(『 国 際 法 外 交 雑 誌 』104巻2号(2005年)228頁 参 照)こ と を特 記
し て お きた い 。
29)Jenks,supranote22,P.211.なお,Jenksは,私 企 業 に よ る 宇 宙 物 体 の 打 ち 上 げ
を禁 止 す る と い う立 場 で あ る。
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(b)打ち上げ場所 ・施設
領域打ち上げ国ない し施設打 ち上げ国を責任国とする見解 も多い30)。なお,
責任 は打 ち上げた場所 に依存 しないとして,こ れに明確 に反対する立場 もあ
る31)。
(c)打ち上げ活動に対する管轄権,打 ち上げ団体の国籍
責任国を,打 ち上げ活動を管轄する国とする立場や打ち上げ団体の国籍国と
する立場 もある32)。
(5)宇宙関係諸条約上の他の関係国
宇宙関係諸条約上の概念を用いて責任国を同定 しようとする立場 もある。な
お,登 録国基準については,前述 したので省略する。
(a)『打上げ国』
賠償責任条約(宇宙条約7条 を含む)及び登録条約で定義 される 『打上げ国』
を宇宙条約6条 の責任国とする立場 もある33)。また,『打上げ国』は打 ち上げ
活動についてのみ責任を負い,そ れ以外の宇宙活動については別の国が責任を
負 うべきとする見方 もある34)。
30)山 本 草 二 「宇 宙 開 発 」 山 本 草 二 他 『未 来 社 会 と 法 』(筑 摩 書 房,1976年)74-75
頁;vanTraa-Engelman,supranote16,p.141;龍澤 『前 掲 書 』(注17)227-228
頁;Bittlinger,smpranote15,pp.192-193;Peyrefitte,supranote23,p.257.
31)Vereshchetin,supranote8,pp.262-263.
32)前 者 の 立 場 と して,山 本 「前 掲 論 文(宇 宙 開 発(1976年))」(注30)74-75頁,後
者 の 立 場 と し て,vanTraa-Engelman,suprαnote16,p.141.また,Wassen-
bergh,suprαnote9("SpaceTransportation"(1993)),p.108も前 者 の 立 場 に 含 ま
れ よ う 。
33)山 本 草 二 「現 代 国 際 法 に お け る 無 過 失 責 任 原 則 の 機 能 」 『国 際 法 外 交 雑 誌 』69巻
2号(1970年)46頁;vanTraa-Engelman,smprαnote16,p.141;Bittlinger,supra
note15,pp.192-193.ただ し,い ず れ も 内 容 的 に は 調 達 打 ち 上 げ 国 を 除 外 して 論
じて い る 。
34)H.A.Wassenbergh,"PublicLawAspectsofPrivateSpaceActivitiesandSpace
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(b)関係当事国
宇宙条約6条ng-一一文の責任国を第二文の定める関係当事国と同一の国として
考察する立場は多い35)。
(6)管 轄 権 とcontrol36)
管轄権(jurisdiction)とcontro1の概念 を用 いて責任 国 を判断す る とい う立
場は,比 較的最近になって増えてきた。
(a)管轄権
管轄権を基準に責任国を判断する学説は多い。これは,活 動に対する管轄権
として論 じられる場合37)と,活動 を行 う団体に対する管轄権 として論 じられ
TransportationintheFuture;InternationalResponsibilityandLiability",38
11SL1995,246,pp.246-247.
35)山 本 「前 掲 論 文(宇 宙 通 信 法(1970年))」(注15)29,31頁;vanTraa-Engelman,
smpranote16,p.141;Vereshchetin,smpranote8,p.262;M.Bour61y,"Rulesof
InternationalLawGoverningtheCommercializationofSpaceActivities",29
11SL1986,157,p.159;Bittlinger,supranote15,p.192;Wassenbergh,supra
note8(Principles(1991)),pp.22-31;Cheng,supranotell("NeedforNew
Treaties"(1991)),p.36;Peyrefitte,smpranote23,p.23;ラドナ ー 「前 掲 論 文(非
政 府 団 体)」(注15)211頁;Kerrest,supranote14,p.139.これ ら の 論 考 の う ち
責 任 国 と 関 係 当 事 国 が 同 一 で あ る と 明 言 す る もの は 少 な い が,文 脈 か ら そ の よ う
に 理 解 し て い る と解 さ れ る 。
36)管 轄 権 とcontro1の語 は,宇 宙 条 約8条 や 登 録 条 約2条2項 な ど 条 約 上 の 特 定 さ
れ た 意 味 だ け で な く,一 般 国 際 法 上 も重 要 な概 念 で あ り多 様 な 意 味 を持 つ 。 各 論
考 で 用 い られ る こ れ らの 語 の 意 味 は 必 ず し も 明 確 で な い こ とか ら,こ こ で は これ
らの 語 が 基 準 と して 用 い られ た と い う点 だ け に 着 目 して,紹 介 す る。 ま た,特 に
controlの訳 語 は,明 らか に 宇 宙 条 約8条 及 び登 録 条 約2条2項 の 「管 理 の 権 限 」
の 意 味 で あ る場 合 を 除 き,こ こ で は 原 語 の ま ま用 い た 。 な お,管 轄 権 の 語 を用 い
る が す で に 別 項 で 紹 介 し た も の(属 地 的 ・属 人 的 管 轄 権,宇 宙 物 体 に 対 す る管 轄
権 及 び 管 理 の 権 限 な ど)は,省 略 した 。
37)山 本 「前 掲 論 文(宇 宙 開 発(1976年))」(注30)73-74頁;Wassenbergh,supra
note8(Principles(1991)),p.23,fn.5;L.F。C.Argafiaras,"SomeThoughtson
StateResponsibilityandCommercialSpace",4411SL2001,65,p.69;J.Hermi-
da,LegalBasisforαArationalSpaceLegislation(2004),pp.9,17,27,35,68.なお,
1982年直 接 衛 星 放 送 決 議8項 は,こ の 表 現 を用 い て 国 家 の 責 任 に つ い て 規 定 す る。
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る場合38)とがある。なお,い ずれの学説 も,管轄権 の行使が可能であること
を基準 としてお り,管轄権 を現実に行使 していることまでは要求 していない。
(b)control
責任 国 につ い て,国 が 活動 に対 してcontrolを行使 しうる ・controlの行使
が可 能性 であ る とい う ことを基 準 とす る立場39)や,活動 団体 に対 してcontr61
を行 うこ とを基準 とす る立場40)もある。 また,実 際 にcontrolを行使 して いる
ことまでを必要 とする立場はなく,む しろ逆にこれを明確 に否定する立場があ
る41)。
(c)管轄権 及びcontrol
責任 国の基準 として管轄権 とcontrolの両方 に言 及す る立場 もあ る42)。
38)K.Zemanek,"TheUnitedNationsandtheLawofOuterSpace",197「heYear
BookOfMZorldAffairs1965(1965),199,p.219;山本 「同 上 論 文 」74頁;Couston,
smpranote14,p,14;Wassenbergh,supranote34("PublicLawAspects"(1995)),
p.246;E.B.Impallomeni,"ArticleVIoftheOuterSpaceTreaty",Proceedings,
United!Vations〃RePublicofKoreaWorkshopO〃SPaceLaw'UnitedNations
TreatiesonOuterSpace'ActionsattheIVationalLevel(ST/SPACE/22)(2004),
348,pp.348-349.
39)B.Cheng,"ArticleVIofthe1967SpaceTreatyRevisited:`lnternationalRe-
sponsibility',`NationalActivities',and`TheAppropriateState'",26∫ournal6ゾ
SpαceLaw(1998),7,p.23;Hermida,smpranote37,pp.9,17,27,35,68.また,安
藤 仁 介 「領 域 外 の 私 人 行 為 に 関 す る 国 家 責 任 」『神 戸 法 学 雑 誌 』30巻2号(1980年)
338-339頁も,賠 償 責 任 の 問 題 の 文 脈 で あ る が,6条 の 責 任 国 の 基 準 に つ い て 同
じ理 解 を 示 して い る。
40)Peyrefitte,smφranote23,p,258.
41)N.M.Matte,"AerospaceLaw:TelecommunicationsSatellites",166Recueildes
cours1980-1(1981),119,p.148.また,野 口 「前 掲 論 文 」(注9)37頁 も 同 旨 で あ
ろ う。
42)ラ ドナ ー 「前 掲 論 文(責 任 と 賠 償 責 任)」(注8)300頁 。 な お,Chengは,批 判
的 に,国 が 管 轄 権 ま た はcontro1を有 さ な い 活 動 に つ い て 責 任 を 負 う と い う解 釈
の 可 能 性 を 指 摘 す る 。B.Cheng,"lnternationalLiabilityforDamageCausedby
SpaceObjects",NJasentuliyana/RS.KLeeeds,ManualonSl)aceLαw,voL1
(1979),83,pp.86-87.
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(7)主観 的基準,国 内法基 準
責任 国は国際法 で は客観 的に決 ま らず,各 国がいずれ の活動 につ いて責任 を
負 うか を 自由に国 内法 で決 める こ とが で きる とい う考 えが ある43)。主観 的 ア
プ ロー チ(subjectiveapproach)ある い は 国 内 的 ア プ ロー チ(national
approach)とも呼 ばれ る。 この考 えに対す る批 判 ・反対 は多い44)。
(8)その 他
(a)活動に対す る許可及び継続的監督の法的可能性
活動に対 し許可及び継続的監督を行 うことが法的に可能である(実 際に行っ
たかどうかは問わない)場 合には,国 はその活動について責任 を負うべ きとす
る主張 もある45)。
(b)国際民間団体への国の参加,国 際民間団体参加への許可
宇宙活動 を行 う国際民間団体 に参加 した国や,非 政府団体 に国際民間団体へ
の参加を許可 した国を,責任国とする見解 もある46)。
2.関係当事国の基準
次に,学 説上指摘 される関係当事国の基準を紹介する。多 くは責任国の基準
と同 じであるが,い くつか異なるものもある。
(1)活動が行われる場所を基準とするもの
責任国の場合 と異 なり,活動が行われる場所を基準に関係当事国を論 じる立
43)1.A.Csabafi,TheConceptofStatelurisdictioninInternationαlSpaceLaw
(1971),p.122;H.Wassenbergh,"lnternationalSpaceLaw:ATurnoftheTide",
22AirandSpaceLaw(1997),334,p.335.
44)vanTraa-Engelman,smpranote16,p.140;Bittlinger,smpranote15,p.192;ラド
ナ ー 「前 掲 論 文(非 政 府 団 体)」(注15)211-212頁;Hermida,smpranote37,pp.
8,70。
45)野 口 「前 掲 論 文 」(注9)37頁(野 口 の 見 解 につ い て,前 掲 注41参 照)。
46)Wassenbergh,supranote43("TurnoftheTide"(1997)),p.335.
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場 は比 較的少 ない47)。
(2)活動を行 う団体との関係 に着目するもの
(a)国籍,属 入的管轄権,法 人化準拠法
関係当事国を,活 動を行 う者の国籍国ない しその者に対 し属人的管轄権 を有
する国 とする立場は多い48)。打 ち上 げ前 についてのみ国籍国を関係当事国 と
する立場 もある49)。
(b)活動団体への資本出資者の国籍,活 動団体の本部所在地
責任国の場合 と同 じ く,会社 の国籍国の同定 の問題はここで も指摘 され
る50)。そのため,より実質的な観点か ら,活動団体への資本出資者の本国51)や,
47)M.Howald,"PrivateSpaceActivitiesandNationalLegislation",32flSL1989,
344,p.345;0.Fernandez-Brital,"LegalProblemsofCommercialSpaceTrans-
portation",3311SL1990,30,p.30;Wassenbergh,supranote8(1)rinciples
(1991)),p.23,fn.5;Impallomeni,smpranote38,p.350.
48)P.G.Dembling,"CommercialUtilizationofSpaceandtheLaw",lYearbookof
AirandSpaceLaw1967(1970),283,p.287;K.-H.B6ckstiegel,"Transportto
OuterSpacebyPrivateEnterprises-AspectsofAir-andSpaceLaw-",25
Zeitschnftノ初ア五zる庁一undJ?17eltraumrecht(1976),304,p.307;S.Gorove,"Liability
inSpaceLaw:AnOverview",8AnnalsofAirandSl)aceLaw(1983),373,p.377;
A.Ritholz,"lnternationalandDomesticRegulationofPrivateLaunchingVen.
tures",20StαnfordlournaloflnternationalLaw(1984),135,pp.141-142;龍～睾
『前 掲 書 』(注17)227頁;Howald
,ibid.,p.345;Fernandez-Brital,ibid.,p.30;
Wassenbergh,smpranote8(Principles(1991)),pp.23-25;Couston,smpranote14,
p.15;W.B.Wirin,"PracticalImplicationsofLaunchingState-Appropriate
StateDefinitions",3711SL1994,109,p.114;F.Lyall,"Telecommunicationsand
theOuterSpaceTreaty",4011SL1997,385,p.389;青木 節 子 「宇 宙 の 商 業 利 用 」
国 際 法 学 会 編 『日 本 と 国 際 法 の100年 第2巻 陸 ・空 ・宇 宙 』(三 省 堂,2001年)
255頁;Impallomeni,ibid.,p.350.
49)G.Silvestrov,"OntheNotionofthe`Appropriate'StateinArticleVIofthe
OuterSpaceTreaty",3411SL1991,326,p.327.
50)B6ckstiege1,smpranote48,p.307;Vereshchetin,supranote8,p.263;P.D.Nes-
gos,"InternationalandDomesticLawApplicabletoCommercialLaunchVehicle
Transportation",2711&L-Z984,98,p.100;Ritholz,supranote48,p.142;Cous-
ton,smpranote14,p.17.なお,前 掲 注20参 照 。
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活動団体の本部所在地 ・主たる事業地のある国52)を関係当事国とすべ きと主
張 される。
(c)活動の許可
活動 に対 しライセ ンスを付与 した国が関係 当事国である とす る立場 もあ
る53)。
(d)活動団体の財産の所在国
宇宙物体 をcontrolする打ち上げ業者 ・衛星運用業者の財産が所在する国を
関係当事国に含めるべ きという見解 もある。関係当事国はその団体に対 し制裁
を課しうる国であるべ きというのが理由である54)。
(3)宇宙物体 との関係 に着 目するもの
(a)宇宙物体の登録
宇宙物体の登録国を関係当事国とす る見解 は多い55)が,この見解は比較的
新 しい。
51)K.Henaku,"PrivateEnterprisesinSpaceRelatedActivities:QuestionsofRe-
sponsibilityandLiability",3Leiden∫ournaloflnternationalLaw(1990),45,pp.
51-52.分か り に く い が,Wirin,smpranote48,p.114も こ れ に 含 ま れ よ う 。
52)1.Herczeg,"ProblemsofInterpretationoftheSpaceTreatyof27January
1967",1011&L1967,105,p.107;Ritholz,smpranote48,p.142;Bourely,smpra
note35,p.159;Henaku,ibid.,pp.51-52;Wassenbergh,smpranote8(Principles
(1991)),pp.24-25;Impallomeni,smpranote38,p.350.
53)Bour61y,ibid.,p.159;Wassenbergh,ibid.,pp.24-25;Lyal,supranote48,p.389.
54)Ritholz,smφranote48,p.142.
55)Bour61y,smpranote35,p.160;Fernandez-Brital,smpranote47,p.30;B.Reijnen,
"lnternationalLawandBusinessinSpace-InEurope",3311SL1990,68,p.70;
Wassenbergh,supranote8(Principles(1991)),pp.26-27,29;Impallomeni,smpra
note38,p.350;青木 「前 掲 論 文 」(注48)255頁;Silvestrov,supranote49,pp.
327-328.
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(b)宇宙物体の所有
宇宙物体の所有に着 目して関係当事国を論 じる立場 もある56)。
(c)宇宙物体の製造場所
宇宙物体の製造場所の国を関係当事国とす る見解がある57)。これは,責 任
国の基準には見 られない見解である。ただ し,反対説 も多い58)。
(d)宇宙物体がcontro1されまたは運用 される場所 を支配す る国
これもまた責任国の基準 として言及されていないが,宇 宙物体がcontrolさ
れまたは運用 される場所を統治す る(governing)国を関係当事国とする立場
もある59)。
(4)物理的打ち上 げと関係づけるもの60)
(a)打ち上げ場所 ・施設
領域打ち上げ国ない し施設打 ち上げ国を関係当事国とする見解は多い。これ
については,打 ち上げ活動 についてのみ関係当事国とする立場61)と,特にそ
のような限定を示 さない立場62)とがある。
56)Bour61y,ibid.,p.160.
57)Herczeg,smφranote52,p.107;Bourely,ibid.,p.159.
58)E.Galloway(citedbyHerczeg,ibid.,p.108);K.-H.B6ckstiegel,"TheTerms
`A
ppropriateState'and`LaunchingState'intheSpaceTreaties-Indicatorsof
StateResponsibilityandLiabilityforStateandPrivateSpaceActivities",34
11SL1991,13,p.14;Wirin,smpranote48,p.114.Herczeg報告 書 が 紹 介 す る こ
のGallowayの見 解 は 肯 定 説 と して 引 用 さ れ る こ と が 多 い(B6ckstiegel,ibid.,p.
114;Wirin,ibid.,p.110)が,反対 説 と 考 え る べ き と思 う。 な お,こ こ で 紹 介 さ
れ るGallowayの見 解 は 実 は 彼 女 の 見 解 で は な い と い う指 摘 もあ る(Wirin,ibid.,
P.110)。
59)Bour61y,suψranote35,p.159.
60)責任 国 の 場 合 と異 な り,国 自 らが 打 ち上 げ を 行 う場 合 及 び 打 ち 上 げ 活 動 に対 す る
管 轄 権 を基 準 に す る 立 場 は な か っ た 。
61)Dembling,smpranote48,p.287;Silvestrov,smpranote49,p.327;Wassenbergh,
supranote34("PublicLawAspects"(1995)),pp.246-247.
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(b)打ち上げにおける役割
関係当事国は,宇宙物体の打ち上げに重要な役割を演 じるすべての国であ り
うるという見解 もある63)。
(5)宇宙関係諸条約上の他の関係国64)
(a)『打上げ国』
賠償責任条約及び登録条約で定義される 『打上げ国』 を関係当事国 とする見
解は多い65)。他方,『打上げ国』であっても必ず しも関係当事国にはならない
とする見方 もある66)。
(b)責 任 国67)
これは,関 係 当事国は6条 第一文の定 める責任国であるとする立場であ
る68)。
62)Herczeg,supranote52,p.108;vanTraa-Engelman,supranote16,p.141;
Bour61y,supranote35,p.159;龍澤 『前 掲 書 』(注17)229頁;Howald,supranote
47,p.345;Fernandez-Brital,smpranote47,p.30.
63)1967年の 国 際 宇 宙 法 学 会 に お い て,Bartos議長 は,宇 宙 条 約 の 解 釈 を 担 当 し た
Herczegの報 告 書 が 関 係 当 事 国 に つ い て 示 し た 見 解(Herczeg,ibid.,p.107)が
学 会 で 受 け入 れ られ た と して,Herczegの見 解 を こ の よ う に言 い換 え た 。"Summary
ofDiscussions",1011SZヱ96Zl14,p.116.
64)「 登 録 国 」 は 既 述 。
65)vanTraa-Engelman,supranote16,p.141;Gorove,supranote48,p.377;
Bourely,smpranote35,p.160;Henaku,smpranote51,p,51;青木 「前 掲 論 文 」(注
48)255頁;Impallomeni,smprαnote38,p.350.ただ し,多 くは 領 域 ・施 設 打 ち 上
げ 国 に 限 定 し て お り(注62参 照),明 確 に 調 達 打 ち 上 げ 国 ま で 含 む と す る 立 場 は
青 木 の み で あ る。
66)Wirin,smpranote48,p.115.
67)前述 の 責 任 国 の 項(1.(5)(b))は責 任 国 は ど の 国 か と い う観 点 か ら 指 摘 さ れ た
基 準 で あ る の に対 し,こ れ は 関 係 当 事 国 は どの 国 か とい う観 点 か ら の 基 準 で あ り,
こ こ で は 一 応 区 別 し た 。
68)B6ckstiegeLsupranote48("Transport"(1976)),pp.307-308;Henaku,smpranote
51,p.51;Wassenbergh,supranote8(Principles(1991)),pp.22-31;Kerrest,smpra
note14,pp.138-139;Hermida,smpranote37,esp.pp.36-41,70.
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(6)管轄権 とcontrol
関係 当事 国 を,活 動 を管轄 す る国 とす る もの69),活動 団体 を管 轄す る国 と
す る もの70),活動 に対 す る国家 のcontrolを基 準 とす る もの71),活動 を行 う
団体 に対 す る管 轄権 及 びcontrolの両方 を基 準 と して言及 す る もの72)があ る
が,ご く少数 であ る。
(7)主観的基準,国 内法基準
責任国の場合 と同 じく,関係当事国は主観的に定まらざるを得ないとする立
場 もある73)。
(8)そ の 他
(a)活動への参加の程度
関係 当事 国の基 準 と して,実 質 的な参加 の有 無,つ ま り意思決定 にお ける支
配的役割(controllingrole)の有無 を考慮す る見 方 もある74)。
(b)機能 的アプ ロー チ
状況に応 じて場合ごとに関係当事国を判断するという考えを提唱する立場も
69)Wassenbergh,ibid.,p.23,fn.5;P.L.Meredith/G.S.Robinson,SpαceLaw'A
CaseStMdyforthePractitioner(1992>,p.43.
70)山本 「前 掲 論 文(宇 宙 通 信 法(1970年))」(注15)29頁。2004年国 連 総 会 決 議59/115
「『打 上 げ 国 』 の 概 念 の 適 用 」1項 は ,こ の 解 釈 へ の 支 持 を示 唆 す る 。 な お,1979
年 月 協 定14条1項 は,こ の 表 現 を用 い て 「関 係 当 事 国 」 に つ い て 規 定 す る。
71)Wirin,smpranote48,pp.113-114.
72)Bour61y,supranote35,p.159;Impallomeni,smpranote38,p.350。
73)青木 「前 掲 論 文 」(注48)250頁。 青 木 は,各 国 の そ の 主 観(国 内 宇 宙 法)を 詳 し
く分 析 して,関 係 当 事 国 と して 国 内 法 を 制 定 す る 国 は,国 籍 国,『 打 上 げ 国 』,登
録 国 で あ る と結 論 づ け る(「 同 上 論 文 」255頁,ま た 前 掲 注48,55,65参照)。 本
稿 で 紹 介 し た 論 考 の 中 で 最 も 実 証 性 に優 れ る だ け で な く調 達 打 ち上 げ 国 を重 視 し
て い る 点 で 注 目 す べ き で あ る が,主 観 的 基 準 を用 い る 限 り,こ の 結 論 は 正 確 に は
6条 第 二 文 の 解 釈 で は な く参 考 情 報 ・一 般 的 傾 向 の 指 摘 に 止 ま る こ と に な ろ う 。
74)Wirin,smpranote48,p.113.
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あ る75)。これは機能 的解 釈(functionalinterpretation)や機能 的ア プローチ と
呼 ばれる76)が,この ような考 えは定義 の欠如 を意 味す る との批 判 もある77)。
3.主要学説
次に主要学説を紹介する。前述 したようにこの問題については一人一学説と
いう様相であ りい くつかの論者を代表 させて も正 しく学説状況を示す ことには
ならないことを承知した上で,こ こでは,よ く引用 され影響力を有するもの,
特徴ある内容を有するもの ・複雑な論理を展開す るもの,注目すべ きものなど,
上記の各基準 における紹介では不十分 と思われるものを取 り上げることにし
た。取 り上げる順序は単に年代順である。なお,各 論者は,論 考により説明の
仕方や用語 ・概念が異なった りあるいは考えを修正 ・全面変更 したりしている
が,これを逐一紹介する余裕 はないため,特に代表的な論考 を中心に紹介した。
(a)山本草二
山本は,法 原則宣言を扱った1966年の著書以来多 くの論考において責任 国 ・
関係当事国について言及する78)が,それぞれ用いる表現や説明の仕方が異な
る。ここでは代表論文 と言える1976年論文を紹介する。
この論文では,ま ず,6条 第一文前段について,「宇宙活動に伴 う国際違法
75)J.Rzymanek,"SomeLegalAspectsofCommercializationofOuterSpace",3011SL
1987,246,p.248;B6ckstiegel,supranote58("AppropriateStateandLaunching
State"(1991)),p.14;Hermida,smpranote37,p.44.
76)B6ckstiegel,ibid.;韓相 煕 「商 業 的 宇 宙 活 動 の 法 的 側 面 」 『法 学 政 治 学 論 究(慶 応
大 学 法 学 研 究 科)』30号(1996年)152頁。
77)K.-H.B6ckstiege1,"TheTerm`AppropriateState'inInternationalSpaceLaw",
3711SL1994,77,p.79,n.8が紹 介 して い る 。
78)主 な も の と し て,山 本 草 二 『宇 宙 通 信 の 国 際 法 』(有 信 堂,1966年)309-314頁,
同 「前 掲 論 文(宇 宙 通 信 法(1970年))」(注15)29-33頁,同 「前 掲 論 文(無 過
失 責 任(1970年))」(注33)46頁,同 「宇 宙 法 に お け る 開 発 概 念 」 『国 際 法 外 交 雑
誌 』69巻4・5・6号(1971年)306-307頁,同 『国 際 法 に お け る 危 険 責 任 主 義 』(東
京 大 学 出 版 会,1982年)232-236頁が あ る 。 ま た,概 説 書 の 『国 際 法 』(有 斐 閣,
1985年)434-435頁及 び 『国 際 法(新 版)』(有 斐 閣,1994年)486-487頁参 照 。
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行為の責任は,す べてこの活動を管轄する国に集中する」 としつつ,こ れを言
い換 えて,「打上げ活動 を管轄する国が直接に国際的責任 を負う」とも述べ る(傍
点筆者)。そ して,こ の国家への責任集中の原則は,「宇宙活動の実施主体 とな
る私人に対 して打上げ国が行使する特別の属地的,属 人的な管轄権 を根拠にし
ている」 と論 じる。6条 第一文後段 については,一 方で宇宙活動の実施主体で
ある非政府団体の本国が確保する責任を負 うとし他方でこれは 「打上げ国の包
括的な責任」 としてお り,更 に,第 二文に関する説明では打ち上げ国が許可及
び継続的監督を行 うべ き旨述べ る79)。ここでいう打ち上げ国は,文 脈か ら,
領域打 ち上げ国と施設打ち上げ国を指 しているようである。
以上か ら,判然としないところがあるが,責 任国 と領域 ・施設打ち上げ国と
関係当事国が同一であ り,またこれらと宇宙活動 ・活動団体 ・打ち上げ活動 を
管轄する国が同一でありしかもそれは活動団体の本国(国 籍国)と も同一であ
る,と いう理解のようである。
(b)且.L.vanTraa-Engelmann
vanTraa-Engelmanは,1983年の国際宇宙法学会報告 において,私 企業に
よる宇宙活動の増大を認識 しつつ,6条 の責任国について論 じた。これが,現
実の宇宙商業化現象を念頭 において具体的に責任 国 ・関係当事国問題を取 り上
げた最初の論考 と言ってよい。その論理構成は分か りに くいが,概 略以下であ
る。
彼女は,国 連宇宙空問平和利用委員会の1983年報告書80)に言及 しつつ,6
条の 「自国の活動」の解釈問題の重要性を強調する。その解決方法 として,自
国 の活 動 の範 囲 を個別 国家 に委 ねる とす る国内的ア プローチ(national
approach)と国際法つ まり宇宙条約その他の宇宙法関連文書か ら導 くという
方法の2つ があ りうることを指摘するが,彼 女 自身は後者 を是 としているよう
79)山本 「前掲論文(宇 宙開発(1976年))」(注30)73-76頁。
80)後述注100。
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である。その後者についてであるが,ま ず,宇 宙条約9条(自 国民の活動につ
いて協議義務 を規定す る)が言及する国籍基 準,7条 及び賠償責任条約が言及
す る領域 ・施設基準は,そ れぞれ責任の特定の種類に関するものであ り,6条
の国家責任の一般的概念 を決定できない とする。その上で,彼 女は,国 家責任
を伴いうるような国家 と活動 との関係は宇宙条約5条 と8条の定める国内登録
から生 じることを指摘 し,そ れぞれの規定に関する条約である1968年宇宙救助
返還協定 と登録条約がそれぞれ 「打上げ機関」 『打上げ国』 に言及 しているこ
とに注 目する。そ して,宇 宙条約の当事国が,6条 第二文の関係当事国を 『打
上げ国』 と同一とすることを一致 して受け入れるのが望 ましい としつつ,こ れ
を言い換 えて,許 可及び継続的監督の行使の義務 は領域 ・施設打ち上げ国に課
せ られると説明する。 この考 えは,自 国の領域 に対する国家の実効的contro1
の実行 に従っているとして,そ の理由を補強す る。そして,同 じ考 えが 「自国
の活動」の語を決定するために適用 されると結論づけ,こ の 『打上げ国』基準
が宇宙活動のほとん どすべての場合 をカバーすると指摘する。ただし,民 間団
体が国家の領域 ・施設以外か ら宇宙物体を打ち上げる場合は,第 二の基準 とし
てその団体の国籍及び/ま たは所在地を採用すべ きと主張する81)。
以上のように,彼 女は,責 任国 と関係当事国は同一であ り,『打上げ国』基
準(具 体的には領域 ・施設打 ち上げ国)を 原則 としつつ,第 二基準 として打ち
上げ団体の国籍国 ・所在国基準を採用する,と いう理解である。
(c)H.Bittlinger
Bittlingerは,1987年の 国際宇 宙法学会報 告で,「責任 国 の同定」の表題の下,
責任 国の範囲 を論 じる。
彼 は まず,責 任 国の基準 は6条 第二 文の関係 当事 国 と同一 であ るこ とを明言
す る。 その上 で,6条 の 「自国 の」 と 「関係 当事 国」 の意 味 につ いて,主 観 的
81)vanTraa-Engelman,smpranote16,pp.14()-141.彼女 は,そ の 後 の1993年の 著 書
で も こ れ と ほ ぼ 同 一 の 見 解 を 示 し て い る 。lbid.,CommercialUtildeationofOuter
Space(1993),pp.60-63,281.
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アプローチ(国 内法または宇宙物体の登録を基準 とする)と 客観的アプローチ
に区別 し,前者 は,すべての宇宙活動が国際宇宙法に合致することは保証でき
ない,国 の責任 は国自身の裁量に服すべ きでない,と して客観的アプローチを
支持する。客観的アプローチ としては,宇 宙条約9条 が 自国民の宇宙活動につ
いての国の義務 を規定 していることを根拠に,少 なくとも国i籍国基準があると
する。また,『打上げ国』基準 も,射場に対 し管轄権 を行使する国は少な くと
も国籍国 と同 じ程度に打ち上げを実効的にcontrolできるが,私 人活動 に対す
る実効的controlは国際法において国際責任の基礎 の可能性 として強調 される
こと,及び,登 録条約による国連への情報提供が責任国を明確 にすること,を
理由に支持すべ きもの とす る。以上 をまとめて,彼 は,Marcoffの著書82)の,
「自国の活動」は,属地的管轄権または属人的管轄権に服するすべての者の活
動を意味しうるとする一節 を引用 して,こ れを結論として示す。また,当 時制
定されていたいくつかの国(ス ウェーデン,英 国及び米国)の 国内宇宙法 も参
照 して,こ の結論 を確認 している83)。
彼の見解 とMarcoffの一節 との論理関係が よく分か らないが,Bitt-linger
の結論は,責 任国と関係当事国は同一国であり,これは国籍国と 『打上げ国』
を指す,と いうことになろう。ただ,こ の 『打上げ国』基準は射場に対する管
轄権行使 を理由にしていることか ら,調達打ち上げ国は除外 されているようで
ある。なお,国 内法への参照 も従前の学説には見 られなかった注目すべ きアプ
ローチ といえる。
(d)B.Cheng
Chengは,宇宙条約成立直後の1968年の論文で 「6条に関 して提起 されう
る多 くの問題の中でも,『自国の活動』の意味が最 も重要である」 と述べ84),
この問題に古 くか ら強い関心を寄せている。彼の考え方は管轄権理論に基づい
82)Marcoff,supranote8.
83)Bittlinger,smψranote15,pp.191-193.
84)Cheng,smpranote8("1967SpaceTreaty"(1968)),p.586.
宇宙物体登録実行における宇宙物体と国家の関係←) 55
てお り,特 にjurisfactionとjurisactionという彼の造語85)を用いて論 じられる
点に特徴がある。以下,特 に1991年論文と1994年論文を中心 に紹介する86)。
1991年の論文では,ま ず,商 業的宇宙活動に従事する者に混乱 と危険を与え
ないようにするため,「自国の活動」 と 「関係当事国」の明確化 ・統一化のた
めの国際合意の必要を指摘する。そして,こ こで国家管轄権規則の適切 な理解
の必要 を説 く。す なわち,国 家管轄権 は3つ の型(属 地的管轄権,準 属地的管
轄権及び属人的管轄権)と2つ の要素(jurisfaction及びjurisaction)で理解
され,論 理的には管轄権を有する国が責任を負 うが,実 際に責任を負 う唯一の
国は優位するjurisactionを行使する国である。その国とは,(i)活動が1国 の
領域内で行われる場合 は,領 域国,㈹ 活動が領域外の船舶,航 空機または宇宙
船の中で行われる場合には,船 舶の旗国,航 空機 ・宇宙物体の登録国,㈹ 活動
が無主地または領域外の無国籍の船舶 ・航空機 ・宇宙船の中で自国民により行
われる場合 には,そ の国i籍国,で ある。しか し,これ以外の国もその活動に対
し競合管轄権を有する限度で,責 任(残 余責任)を 負 うべ きとする。したがっ
て宇宙条約6条 の関係当事国は複数存在することになるし,これ らの国とは別
に宇宙損害賠償責任 を負 うべ き国なども活動に対 しcontrolを行使 しようとす
ることになる。 しか し,宇宙の商業的発展の観点か ら,許可を2以上の国か ら
得ることを避けるために関係国間での協定により単一国が許可手続 きを扱うよ
85)Chengによ る と,jurisfactionとは 国 家 管 轄 権 の 規 範 的 要 素 を 指 し,国 内 法 を 制
定 し,裁 判 判 決 を 言 い 渡 し及 び そ の 他 の 法 的 に拘 束 力 あ る 決 定 を採 択 す る 法 的 権
限 を い う。 ま た,jurisactionとは 国 家 管 轄 権 の 具 体 的 ま た は 物 理 的 要 素 を指 し,
国 内 法 を 制 定 す る た め の 機 構 を 構 築 し,国 内 法 を 履 行 し及 び 実 施 す る法 的 権 限 を
い う。B.Cheng,StudiesinlnternationalSpaceLaw(1997>,p.xlviii,また,
Cheng,smpranotell("NeedforNewTreaties"(1991)),p.37参照 。 本 稿 で も触
れ られ て い る よ う に,他 の 学 者 の 論 考 に お い て も こ れ らの 語 が 徐 々 に 受 け入 れ ら
れ る よ う に な っ て い る 。
86)こ れ ら 以 外 で は,特 に,B.Cheng,"ResponsibilityandLiabilityforSpaceActi-
vities",llEncyclopediaofPublicIntemationalLaw(1989),299,pp.302-303;ibid.,
"lnternationalResponsibilityandLiabilityforLaunchActivities"
,20Airand
SpaceLaw(1995),297,pp.302-305;ibid.,smpranote39("Artic正eVI"(1998)),pp.
20-29が重 要 で あ る。
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うにすることが望 ましいとする87)。
1994年の論文では,従 来の見解に加えて,宇宙活動 を行う者が実効的jurisac-
tion下にな くとも,そ の者 を国が 自国の実効的jurisaction内に引 き連れる能
力がある場合(例 えば犯罪人引き渡 しによる場合など)に も,こ の責任 を負う
べきという見方を加 えた88)。
彼の見解は,1968年論文以降一貫 してお り,宇宙活動に対 してお よそ何 らか
の管轄権 を有する国が責任国であ り関係当事国である。具体的には,領 域国,
船舶旗国,航 空機 ・宇宙物体=登録国及び国籍国であるが,更 にjurisactionの
実効性 により優劣 をとらえ,更 に行為者を実効的jurisaction内に引き連れる
能力 といった要素 も考慮するという,複雑 な理解である。 しかし,国 が活動に
対しjurisactionを有するか どうかという点が唯一の基準であり,考 え方は明瞭
である。
(e)K.-H.B6ckstiegel
B6ckstiegelは,1990年までは,関 係当事 国と責任国は同一であ り,宇宙条
約9条 の規定から国籍 のみの単一基準を採用する立場を堅持 していた89)が,
その後大 きく考えを変更 した。
彼は,1991年の国際宇宙法学会報告 において,次のように論 じる。すなわち,
(従前彼が主張 していた)国籍国基準 は宇宙条約7条 及び賠償責任条約が採用
している 『打上げ国』基準 と異なりうることにな りこれは不満足 な解決方法で
あること,また特に 『打上げ国』 は複数国があり得るがこれと同 じ基準を関係
87)Cheng,smφranote11("NeedforNewTreaties"(1991)),pp.36-38.
88)Cheng,suprαnote25("ResponsibilityandLiability"(1994)),pp.157-159.私見 を
い う と,犯 罪 人 引 渡 制 度 は 個 人 の 行 う 自 然 犯 的 行 為 を対 象 とす る も の で あ る か ら,
企 業 の 行 う宇 宙 活 動 に こ れ を用 い る の は 無 理 が あ る と思 う 。
89)B6ckstiegeLsmpranote48("Transport"(1976)),pp.307-308;ibid."LegalAspects
ofSpaceActivitiesbyPrivateEnterprises-lntroductoryReport-",19∬SZ
1976,234,p.236;ibid.,"ReconsiderationoftheLegalFrameworkforCommercial
SpaceActivities",3311SL1990,3,p.5.
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当事国に適用すると複数の関係当事国があ りうることになりこれは国籍国単一
基準 と両立 しないこと,学 説上 も複数の関係当事国が支持 され様々な基準が主
張されていること,起草過程 を見ると関係当事国と 『打上げ国』は同一 とも異
なるとも解 しうること,を指摘する。その上で,結 論として,6条 は関係当事
国の定義 についてい くつかの異なる主張の余地を許しており,一つの主張及び
解釈が他のすべての解釈を排除するほど十分に圧倒 しているわけではないこと
から,自 国の活動についての責任 という観点か らの国によるすべての必要な許
可と監督 を規定するとい う6条の意図に留意 して場合 ごとに関係当事国を定義
する 「機能的解釈(functionalinterpretation)」を提唱 した90)。
(f)H.A.Wassenbergh
Wassenberghは,この問題を繰 り返 し取 り上げ,立 法論 も含 めて意欲的に
論 じているが,独 特な内容を持ちいずれの論考 も極めて難解である。本稿では
彼の多 くの論考を各基準について引用 してお りいずれの論考 も重要であるが,
ここでは彼の見解が最 も示されていると思われる1995年の国際宇宙法学会報告
を中心に紹介する91)。
1995年報告では,彼 は,現 行宇宙法上 は,6条 第一文の責任国(Wassen-
berghはこれをnationalStateと呼ぶ)が その管轄下にある非政府団体につい
て国際的に責任 を負 うが,こ れは常に 『打上げ国』であって,か つその 『打上
げ国』が第二文の「関係当事国」として許可 ・監督を行 うこととなってお り,『打
上げ国』のみが登録国た りうる,と 理解する。彼は,そ のように理解される現
行宇宙法規定 を批判 し,様 々に論 を進めつつ,結 論 として概要以下のような解
釈 ・立法論を示す。すなわち,ま ず,「自国の活動」 をその国が宇宙活動のラ
90)Ibid.,supranote58("AppropriateStateandLaunchingState"(1991)),pp.13-14.
彼 は 同 じ見 解 を1994年の 国 際 宇 宙 法 学 会 で も繰 り返 し て い る。Ibid.,smpranote
77("AppropriateState"(1994)),pp.77-79.
91)以 下 で 取 り上 げ る もの 以 外 で は,Wassenbergh,smpranote8(Principles(1991)),
pp.22-31;ibid.,supranote9("SpaceTransportation"(1993)),pp.108-109があ
る 。
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イセンスを与えた非政府団体の活動 として捉える。その上で,物 理的な意味で
の宇宙空間における活動(宇 宙物体の行動を含む)と 打ち上げ活動を区別 し,
前者 の宇 宙空間 にお ける活動 について責任 と許可監督 義務 を有す るのが
nationalStateであ り,後者の打ち上げ活動について責任 と許可監督義務 を有
するのが関係当事国=『 打上げ国』である。前者のnationalStateは,団体が
実際に宇宙空間において活動 を行 う時にその団体に対 しChengのい うjuris-
factionとjurisactionを有する国である。また,宇 宙空間における活動は宇宙
物体の行動を含み,し たがって物体 の行動 について責任 を負 うのはnational
State=宇宙物体 の登録国である(こ こで,そ れを可能 とするような登録条約
改正の必要 を指摘 している)。後者の打ち上げ活動に責任 を負 う関係 当事国 二
『打上げ国』 は,打 ち上げ活動に対 しjurisactionを有す る国であ り,それは
自国領域 ・施設から物体が打ち上げられる国である92)。
その後,1996年論文では,関係当事国は条文上単数形であることを強調 して,
これは1国 のみであるべ きという考えを明確 にしている93)。また,1997年論
文では,新 たに,国 際的非政府組織(internationalnon-governmentalorgani-
zations)に参加する国が,あ るいはその国が存在 しない場合 は非政府 団体
(non-governmentalentities)にこの組織への参加の許可を与えた国が,こ の
組織の活動 について責任を負 うとする見解 を示 した。また,何 が 「自国の」活
動であるかは国内法の範囲による,と も述べる94)。
Wassenbergは理解困難な独特の考えを示 しているが,要 するに,物 理的な
意味 での宇宙空 間における活動 について責任 と許可監督義務 を有 するのが
nationalState(責任 国)で あ り,打ち上げ活動について責任 と許可監督義務
を有す るのが関係当事国=『 打上げ国』(領域 ・施設打 ち上げ国)で ある,と
いうのが彼の定義である。ただ,1997年論文で新たに示された国内法基準説が
92)Ibid.,supranote34("PublicLawAspects"(1995)),pp.246-247.
93)乃id.,"ALaunchandaSpaceTransportationLaw,separatefromOuterSpace
Law?",21/4irandSpace五aw(1996),28,p.30.
94)乃id.,smpranote43("TurnoftheTide"(1997)),p.335.
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従前の理解 とどういう関係 にあるのか分か らない。 また,「自国の活動」はそ
の国がライセンスを与えた団体の活動 としているが,そ うなると国家がライセ
ンスを与えていない団体の活動については6条 の適用がない,つ ま りいずれの
国か らもライセンスを受けていない活動についてはどの国も責任を負わないと
い うことになろう。なお,1995年報告では,責任国=『 打上げ国』=関 係当事
国 とする現行宇宙法を大前提にこれを厳 しく批判するが,そ のような大前提は
本稿で詳 しく見たようにそもそ も存在 しない。しか しながら,6条 の 「宇宙空
間における活動」の文言 を物理的な意味での宇宙空間における活動 と打 ち上げ
活動 とに区別 して論 じるという考えは,注 目すべ きである95)。
(9)J.Hermida
Hermidaは,2004年の著書で,次 のような論を展開している。
まず責任 国についてであるが,宇 宙条約6条 の自国の活動は国家が管轄権を
有する活動すなわち法的controlを行使す る可能性 を持つ活動であ り,国家は
法的controlを行使する機会(opportunity)を有する活動についてつ まり国家
のjurisaction(属地的か,準 属地的か属人的かを問わない)内 にある活動に
ついて責任 を負 う,と す る96)。また,軌 道上の衛星の売買があった場合 も,
新たに現れる国が責任 を負 う,なぜ ならその国が法的contro1を行使する機会
を有す る,つ まり軌道上の衛星の利用はその国の属人的jurisfaction内にある
から,と する97)。
他方,関 係 当事国については,起 草過程に簡単に触れいくつかの論考 を紹介
した上で,各 宇宙活動について複数の関係当事国があ りえ,ま た,論 者のそれ
ぞれの解釈のほとんどすべてが各状況に応 じて妥当であ りうる,と して,結 論
として,各 活動の性格 に照 らして場合ごとに判断 されなければならないという
95)佐古 田 彰 「宇 宙 条 約6条 第 一 文 ・第 二 文 の 成 立(三 ・完)」 『商 学 討 究(小 樽 商 科
大 学)』53巻2・3合 併 号(2002年)197頁参 照 。
96)Hermida,sul)ranote37,pp.9,27,35,68.
97)Ibid.,p.17.
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見解 を示 した98)。責任国 との関係は,必 ず しも明言 していないが,同 一 と捉
えているようである99)。
Hermidaは,このように,責 任国の基準を,宇 宙活動に対 しjurisactionを
有することすなわち法的controlを行使する機会を有することとし,関係当事
国については場合ごとに判断するという考え方をとり,そ して両者は同一国で
あるという見方のようである。ただ,責 任国 ・関係当事国いずれについても,
その基準の具体例は示 されていない。
4.小 括
(1)学説状況のまとめ
以上,宇 宙条約6条 の責任国と関係当事国の基準に関する学説を整理 してみ
た。 これか ら明らかなように,学説は多種多彩であ りほとんど一致するところ
がない。また,各 論者の見解の論拠 ・理由 ・論理も多様かつ複雑であ りしか も
同一の論者で も論考によ り微妙なあるいは大 きな違いがあることも少な くな
い。そのため,上 記のような整理の仕方は乱暴なや り方であることに留意する
必要がある。そのことを十分に認識 しつつ,あ えてこの問題 に関する学説の状
況をまとめてみると,次 のように言 うことができよう。
(a)学説の関心の推移
宇宙条約6条 第一文の責任国 と第二文の関係当事国の基準 に関する学説の関
心は,大 きく3期 に分けられるようである。
法原則宣言の時代 を含む第1期 では,こ の問題はそれほど注 目されることな
く各論者の見解が簡単に述べ られる程度で しかなかった。 これが現実的な問題
として何人かの学者が関心を寄せるようになったのが,1980年代初頭に始まる
第2期 である。その画期 とも言えるのが,国 連宇宙空間平和利用委員会が作成
した 『私企業 と宇宙空間のi探査』 と題する1983年5月2日付の短い報告書であ
98)Ibid.,pp.40-44.
99)Ibid.,pp.36-41,70.
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る。この報告書は,将 来的に私企業による宇宙活動への参加が増大することに
よって国際社会が解決 しなければならない様々な問題が生 じること,特 に 「政
治的及 び法的観点では,私 企業 の存在 は,責 任 と規制(responsibilityand
regulation)の根本的な問題を引 き起 こす」 ことを指摘する100)。学説上 も,
この頃を境 に6条 の解釈問題に強い関心が向けられるようになったことが窺 え
る。
そして,本格的に学説論争が繰 り広げられるようになった第3期 は,1990年
前後に始 まる。この頃に,1989年出版の 『国際公法辞典』が 「宇宙活動につい
ての責任及び賠償責任」という独立の項 目を置いたこと101)と,1991年及び1994
年の国際宇宙法学会が共通テーマとして責任国 ・関係当事国の概念などを含む
定義問題を扱 ったこと102)が注 目される。
(b)学説上指摘 される基準の概略
責任 国及び関係当事国の基準 をめ ぐる学説状況についていうと,まず学説 は
責任国について論 じる立場 と関係当事国に関心を寄せる立場 とに分け られる。
大雑把 に言 うと,前者は理論面からの関心が強い(特 に一般国際法上の国家責
任及び宇宙条約7条 ない し賠償責任条約の定める賠償責任との関係)のに対 し,
後者は実際面 を重視 している(許 可及び監督という国内法制 との関係で)と い
える。いずれの立場 も宇宙条約成立当初から見 られるが,い ずれか一方のみに
焦点が当てられることが一般である。両方に言及がある場合 も,一方について
論 じなが ら同じ文脈で他方にも言及するなど両者を区別して取 り扱 う例は少な
く,い ずれにせ よ両者 を統一的 ・整合 的に捉 えようとする立場は,Wassen-
berghなど一部の論者 を除 きほとんどいない。
100)A/ACユ05/L131,p.2,paras.8-9.
101)Cheng,suφranote86(Encyclopedia(1989)).
102)1991年の 大 会 でB6ckstiege1(smpranote58("AppropriateStateandLaunching
State"(1991)))とSilvestrov(smpranote49)が行 っ た 報 告 が,表 題 に 「関係 当 事
国 」 の 語 を 用 い た恐 ら く初 め て の 論 考 で あ ろ う。
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学説の指摘する様々な基準についていうと,まず,責 任国 ・関係当事国共に
最 も学説の支持が多いのが,国 籍基準である。宇宙物体の登録国を責任国 ・関
係当事国とする見解も,比較的多い。物理的打ち上げ ・ 『打上げ国』を重視す
る見解 も,有力である。特に,本 稿で紹介 した主要学説の多 くがこの見解 を支
持 していることに留意する必要がある。場所基準及び管轄権(とcontrol)の
基準の支持者は,い ずれも責任国については多いが関係当事国については少な
い。他方,責 任国と関係当事国を同一国として扱 う論考は多い。学説上指摘さ
れる基準 は多様であ り用語 も異なるが,本 質において共通す る点は,活 動 ・活
動団体等 に対 し国家の何 らかの権限が及ぶことを基準 としていることである。
そ してそれは,実 際に権限を行使 していることまでは要求 されず,権 限がある
(権限行使が可能である)こ とだけで足 りるという見方が多い。
(2)学説の多様性 と法的安定性の欠如
しか しなが ら,学説状況についてのこのような観察結果の分析 はほとんど意
味を持たない。この観察において最 も問題視すべ きことは,責任 国 ・関係当事
国の基準について学説上ほとんど一致 していないという点である。ここまで学
説が多様にすぎると,も はやこの規定について法的安定性はほとんど得 られな
いと言わなければならない。それは,一 方では,宇 宙条約6条 により各国は誰
の行ういかなる活動 について責任 ・義務 を負うのかがはっきりせず,そのため,
国は私企業活動に関連 して予想 もできない ような責任追及 を受ける恐れがあ
る。他方で,あ る国が外国の私企業活動 に関連 して自国に何 らかの望ましくな
い結果が発生 しその活動に責任 ・義務があると考えられる国に対 し苦情 を申し
入れあるいは責任追及をしようとしても,その国が責任 ・義務の範囲を狭 く解
し責任な しと抗弁することも可能 となる103)。要するに,私 企業の宇宙活動 に
103)ただ,政策決定者の立場に立つなら,国際法規範が不明確であればあるほど,
国内法でその国としての当該国際法規範の解釈を示すことが肝要であろう。そ
の解釈に対 し他国から異議が出されず長期にわたりその解釈に基づ く国内措置
か実施されている場合,その国内措置は国際法違反とされにくく,あるいは少
なくとも当該措置に対抗力が認められよう。
宇宙物体登録実行における宇宙物体と国家の関係 ←う 63
関して国際紛争が発生 した とき,いかなる解決が得 られるのかは,誰 も予想で
きないのである104)。
(3)宇宙活動の現実 と学説との落差
さて,学 説状況に戻ろう。前述 したように,大 半の学説は,責任国 ・関係当
事国の基準 として活動 ・活動団体等に対する国家の何 らかの権限に着目してい
る。しか し,これは,国 家が何 ら権限を行使 しえない活動についてまで宇宙条
約6条 は国に責任 ・義務 を求めていないといういわば当た り前のことを述べて
いるに過 ぎない。問題は,権 限が及ぶ場合は即責任 ・義務 を負うということに
なるのか,で ある。Chengを始め何人かの学者 は基準 に優劣をつけあるいは
場合分けするが,そ の視点は抽象的 ・一般的にすぎ,宇 宙活動 という具体的な
現実への妥当性 までは考慮していない。つま り,私企業 による宇宙活動の実情
や宇宙科学技術の特性 といった具体的現実がどこまで考慮 された上での基準設
定なのか疑問が残 るのである。
ここで問題点 を明確にするために,い くつか具体例を示 してみ よう。
通信衛星N-StarC(国際標識番号105)2002-035B)は,NTTドコモ(日本)
が所有運用する衛星である106)。この衛星は,2002年7月5日に仏領ギアナか
らArianespace社(フランス)に よりAriane5ロケットで打ち上げられた。
この衛星の製造はLockheedMartin社(米国)で あ り,打ち上げの許可はフ
ランス政府が与えている。領域打ち上げ国,打 ち上げ会社の国籍…国及び打ち上
げ許可国はフランス,衛 星製造会社の国籍国はアメ リカであるが,こ の衛星の
登録は日本が行った107)。
104)ここでは詳述 しないが,こ の ような状況は,国 からの規制を受ける立場 である
私企業 にとっても法的安定性 に不安を抱かせる要因となる。
105)国際標識番号については,後 述 「三.1.(4)」参照。
106)衛星通信年報編集委員会編 『衛星通信年報 平成18年版』(KDDIエンジニアリ
ング ・アンド・コンサルティング,2006年)85頁参照。
107)ST/SG/SERE/425.これは,日 本政府が2003年に国連に提出 した登録文書であ
る。「登録文書」については,後 述 「三.1.(2)」参照。
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通信衛星Thuraya-1(国際標識番号2000-066A)は,アラブ首長国連邦(UAE)
の通信会社Thuraya社が所有運用する衛星である108)。この衛星は,2000年10
月21日に公海上の船舶(リ ベリア船籍)か らSeaLaunch社109)(設立当初は英
国法人,後 に米国法人,株 主はアメリカ,ロ シア,ノ ルウェー及びウクライナ
からの4法 人)に よ りZenit3SLロケットで打ち上げ られた。衛星の製造は,
BoeingSatelliteSystems社(米国,旧HughesSpaceandCommunications社)
である。 この衛星の登録は,UAEが 行った110)。打ち上げ許可 は,船 舶旗国
であるリベ リアではな く米国が与えている。同社に対す る打ち上げ許可国は,
英国法人時代から一貫 して米国である。
本稿で問題にしようとしていることは,先 に詳 しく紹介 した責任国 ・関係当
事国の基準に関する様々な学説は果たしてこのような現実 を説明できているの
か,と いうことである。なぜ,こ れらの実例において衛星を登録 したのが 日本
あるいはUAEな のであろうか。これらの国は宇宙物体 とのいかなる関係に基
づ き登録 を行ったのであろうか。 この登録実行は例外的なのかそれとも一般的
なものなのであろうか。 これ らの実例で現れている国のうち,い ずれが責任国
でありいずれが関係 当事国なのであろうか。これまで学説が関心を寄せてこな
かった現実がはっきりとした形で進行 しそこに何 らかの国家意思が反映 してい
るのだとした ら,それは実定国際法の解釈において最大限考慮すべ きである。
本稿が宇宙物体の登録実行に目を向けるのも,その現実 を認識するための1材
料として有用であると考えるためである。
(2006年9月29日稿)(未 完)
【付記】本稿は,平成17-19年度科学研究費補助金基盤研究(B)「国際公共利益の制
度化と複雑化する執行過程の統合に関する研究」による成果の一部である。
108)『衛 星 通 信 年 報 』(前 掲 注106)201頁参 照 。
109)同社 に つ い て,詳 し く は 後 述 「四.2.」 参 照 。
110)ST/SG/SER.E/390.
